
 

産業建設常任委員会委員長報告(28.3.28)  

 産業建設常任委員会に付託されました議案について、審査の経過概

要とその結果を報告します。 

まず、第３号議案、平成 28 年度簡易水道事業特別会計予算は、施

設維持管理費及び上水道事業への統合に向けた施設整備工事費等が主

なものであり、別段異論なく、採決の結果は全員をもって原案可決す

べきものと決定しました。 

次に、第５号議案、平成 28 年度地域下水道事業特別会計予算は、

地域下水道施設の適正な管理運営を行うための施設維持管理経費等が

主なものであり、別段異論なく、採決の結果は、全員をもって原案可

決すべきものと決定しました。 

次に、第 10 号議案、平成 28 年度上水道事業会計予算は、上水道の

安定供給のための機能強化として、三宅浄水場受電設備や送水ポンプ

の更新工事の実施など、各水道施設の整備工事費等が主なものであり、

別段異論なく、採決の結果は、全員をもって原案可決すべきものと決

定しました。 

次に、第 11 号議案、平成 28 年度下水道事業会計予算は、汚水管渠
かんきょ

整備及び長寿命化計画に基づく年谷浄化センターの改築更新工事費等

が主なものであり、別段異論なく、採決の結果は、全員をもって原案

可決すべきものと決定しました。 



次に、第５４号議案、急傾斜地崩壊防止事業分担金徴収条例の制定

については、京都府が施行し、本市が事業費の一部を負担する急傾斜

地崩壊防止事業に関して、地方自治法の規定に基づき分担金を徴収す

ることについて、必要な事項を定めるものであり、別段異論なく、採

決の結果は、全員をもって原案可決すべきものと決定しました。 

次に、第５５号議案、公共下水道事業受益者負担に関する条例の一

部改正については、公共下水道事業受益者負担金について、排水区域

外からの流入に係る特別使用許可等に対応するため、必要な事項を定

めるものであり、別段異論なく、採決の結果は、全員をもって原案可

決すべきものと決定しました。 

次に、第５８号議案、市道路線の認定及び廃止については、土地区

画整理事業に伴うものなど３路線を認定し、１路線を廃止しようとす

るものであり、別段異論なく、採決の結果は、全員をもって原案可決

すべきものと決定しました。 

次に、本常任委員会に付託されました請願について、審査経過と結

果を報告いたします。 

受理番号２、「ＴＰＰ協定の拙速な批准を行わないよう意見書の提

出を求める請願」について、審査では、請願者の意見陳述、質疑を行

い、採決に先立つ討論では、 



賛成討論として、 

ＴＰＰ協定は、家族経営を中心としてきた国内農業をはじめ、国民

生活に大きく関わる問題であり、反対の声も多く、その全容が十分に

国民に知らされていない中、協定に批准すべきではないとする意見。 

反対討論として、 

日本のリーダーシップが発揮されたＴＰＰ交渉の成果を踏まえ、大

筋合意のもとで批准手続きを進めていくことが、国益となるものであ

り、農業分野においても、経済の再生を図る新しい農業のあり方につ

いて政府で取り組まれている中、今、意見書を提出するのではなく、

消費者志向による市場の影響等を見て、議論すべきとする意見。 

などが出され、採決の結果は、賛成少数により不採択とすべきもの

と決定しました。 

以上、簡単でありますが、本委員会の報告とします。 
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平成２８年度 産業建設常任委員会行政視察 

 

日時・視察市及び視察項目 

日時 視察市 
人口 

（万人） 
面積 

（㎢） 
視察項目 

５／１７（火） 

ＰＭ 

広島県 

福山市 
47.2 518.05 

・自転車利用促進プラン 

・レンタサイクル事業 

５／１８（水） 

ＡＭ 

福岡県 

糸島市 
10.0 215.70 

・「農力を育む基本条例・基本計画」に基づく

施策の展開・効果 

・ファーマーズマーケットＪＡ伊都菜彩 

５／１９（木） 

ＡＭ 

山口県 

周南市 
14.8 656.29 

・周南コンベンションシティ推進事業 

（国内コンベンションの誘致促進による産業

振興・地域活性化） 

 


